
 

公募型プロポーザル方式に係る手続開始のお知らせ 

 

次のとおり提案書の提出を求めます。 

 平成３１年（２０１９年）４月２６日 

世田谷区 

１ 業務概要 

（１）件名 

馬事公苑界わい魅力向上 PR冊子作成業務委託 

 

（２）業務内容 

区内の地域資源・魅力を PRするための冊子の企画、デザインの検討・編集、版下作成

を行う。詳細は下記のとおり。 

① 冊子の内容企画 

 馬事公苑界わいの魅力を伝えるための冊子の内容企画の検討を行う。区担当課と内容

協議の上、区内の地域資源・魅力を紹介するための地域イベントや現地調査、関係団体

等への取材を実施する。なお、それらにかかる費用（取材の謝礼等）は、受託者が負担

するものとする。 

② デザインの検討・編集、デザイン作成業務（外国語版含む） 

区担当課と効果的なレイアウトの検討を行い、①の企画について、原稿の作成、版下の

デザイン作成を行うとともに、版下デザインに沿ったレイアウト作成（英語の翻訳も含

む）を行うこと。なお、音声コードの作成、挿入も行うこと。 

※工程表を作成し、外国語版も含め文字校正作業を２回以上行う。 

※レイアウトの検討・編集においては、成果物の大きさ A4 判程度、カラー16 ページ程

度とする。 

③成果物 

 データは、CD-R で納品すること。データ形式は、PDF（ホームページ掲載用の１ファ

イルあたり２MB以下のデータ含む）及び編集データ形式及びテキスト形式（全文、音声

コード用）とする。 

 

（３）履行期間 

契約締結日から平成３１年（２０１９年）１２月２０日（金）まで 

 

 

 

 



２ 参加資格 

  次の要件を満たす法人であること。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項の規定に該当する者でないこと。 

（２）世田谷区の競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 

（３）世田谷区から入札参加禁止又は指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（４）都道府県民税・市町村民税に滞納がないこと。 

 

３ 提案書の提出者を選定するための基準 

  本件では提案書の提出者の選定は行わず、参加資格の確認のみ行う。 

 

４ 提案書を特定するための評価基準 

（１）広報物の企画・デザイン業務を十分に行う能力（リーフレット企画案が優れている

ことなど）及び実績を有していること。 

（２）区の定める「情報のユニバーサルデザインガイドライン」（世田谷区情報のユニバー

サルデザインガイドライン。世田谷区ホームページに掲載。）を理解し、障害者にも配

慮されていること。 

（３）本件事業の主旨や内容を十分に理解していること。 

（４）作成に当たり、確実かつ柔軟なスケジュール管理体制を有していること。 

（５）見積金額及び内容の妥当性 

 

５ 手続等 

 （１）担当課 

世田谷区都市整備政策部都市デザイン課 

所在地：〒154-8504 世田谷区世田谷 4-21-27（世田谷区役所第三庁舎２階２６番窓口） 

電話番号：03-5432-2039 

（２）説明書の交付期間、場所及び方法 

①配布期間：平成３１年（２０１９年） 

４月２６日（金）から５月１６日（木）まで 

②配布場所：（１）の担当課及び世田谷区ホームページからのダウンロード 

（３）参加表明書の提出期限並びに提出場所及び方法 

①提出期限：平成３１年（２０１９年）５月１６日（木）午後５時必着 

②受付方法：（１）の担当課まで持参又は郵送とする。 

 （４）提案書の提出期限並びに提出場所及び方法 

①提出期限：平成３１年（２０１９年）６月１４日（金）午後５時必着 

②受付方法：持参又は郵送とする。 

③提出場所：（１）の担当課 



６ その他 

 （１）手続きにおいて使用する言語及び通貨 

    日本語及び日本国通貨に限る 

 （２）契約保証金 

免除 

 （３）契約書作成の要否 

    要 

 （４）区は、この案件に参加を表明した者及び提案書を提出した者の商号・名称並びに提

案書を特定した理由（審査経過等）を公表することができる。 

 （５）当該業務に直接関連する他の委託契約を当該業務の委託契約相手先との随意契約に

より締結する予定の有無：無 

 （６）提案にかかる費用は、提案者の負担とする。 

 （７）参加表明書又は提案書に虚偽の記載があることが判明した場合、その提出者は失格

とする。 

 （８）本事業の成果物の著作権は原則的に世田谷区に帰属し、本事業により新たに作成さ

れた著作物について、本事業の受託者は、区の許諾なくして独占的な権利を設定して

はならない。ただし、本件の提案前に受託者が保有していた権利については、この限

りでない。なお、本件の提案内容に、提案前に受託者が保有している、又は提案後か

ら契約までの間に新たに取得する予定の著作権その他の独占的な権利の使用に係る成

果物が含まれる場合は、提案内容にその旨を必ず明記すること。 

 （９）詳細は説明書による。 


